ハンドマイク演説参考例　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　二〇一二年六月十九日　県政策宣伝センター
　○○のみなさん、こちらは日本共産党○○後援会です。この場をお借りして、党の政策の一端を訴えさせていただきます。よろしくお願い致します。

　民主党野田内閣は６月16日に、大飯原発の再稼働を決定しました。多くの国民が、再稼働すべきでないと怒りの声をあげているのに、その声を無視しての暴挙です。日本共産党は政府の大飯原発再稼働の方針撤回を求めて全力をあげます。
みなさん、そもそも福島原発事故の原因究明もされておらず、政府みずから決めた「安全対策」も行われていません。さらに、日本海側で発生する可能性がある地震・津波の研究も「来年度から着手する」というのに、野田首相は「事故は防止できる」と再稼働する、これこそ「安全神話」の最悪の形での復活です。日本共産党は、原発再稼働のストップ、原発ゼロの日本をめざして全力をあげる決意です。
いま、国会では消費税増税法案をめぐり、緊迫した情勢になっています。民主党と自民党、公明党の３党は密室で談合し、消費税10％への大増税法案をすすめることを合意しました。国会会期末までにこの増税法案の採決を狙っています。国民の５割から６割は消費税増税に反対しているのにもかかわらず、増税談合で強引に採決することは断じて許されません。日本共産党はみなさんと力を合わせて、消費税増税法案の廃案にむけて全力でがんばる決意です。
　みなさん、10％への消費税増税は、日本経済を支えている個人消費と中小企業に大打撃を与えます。そんなことをすれば日本経済はどん底です。そもそも消費税を増税しても、経済が悪くなれば財政は悪化するばかりです。14年前に、消費税が３％から５％に上がりましたが、増税による景気の悪化で、この14年間でなんと14兆円も税収が減ってしまいました。消費税頼みの道は、くらしも経済も財政も悪くなる―これが歴史の事実ではありませんか。
　それでは、社会保障と財政再建をどうするか、日本共産党は、消費税に頼らない別の道があると、経済提言を発表しました。２つの改革を同時進行で進めることを提案しています。
第一の改革は、税制の改革です。所得税の負担率をみると、所得が１億円を超えると逆に負担率が下がっていきます。億万長者ほど税率が下がる、とんでもない不公平税制となっているのです。これを所得に応じた負担という税の基本に立って改革していこうというものです。
第二の改革は、国民のくらしと権利を守るルールをつくり、みなさんの所得を増やす経済改革です。労働者派遣法の抜本改正や有期労働の規制を行って、雇用は正社員があたり前の社会をつくる、最低賃金を時給１０００円以上にし、働く貧困層をなくす―こうした改革で、大企業の内部にたまっている２６０兆円もの内部留保を、日本経済を成長させることに使うことができます。

この２つの改革を行えば約４０兆円の財源ができます。これを社会保障と暮らしにあて、財政危機打開にもあてようというのが日本共産党の提案です。この経済提言に、多くの共感の声が寄せられています。
日本共産党はみなさんとご一緒に、この提言を実現させるために全力をあげる決意です。

　みなさん、原発の再稼働の問題でも、消費税増税の問題でも共通するものが２つあります。１つはどの世論調査でも国民の多数が反対を表明していることです。もう１つは、原発再稼働と消費税増税を強く迫ってきたのは、日本の財界の総本山、日本経団連だということです。ですから、財界中心の政治を断ち切る改革がどうしても必要です。財界中心の政治を断ち切ることで、消費税に頼らない道や原発ゼロの道が開けます。消費税増税ストップ、原発ゼロの願いをこんどの総選挙で日本共産党へとお寄せ下さい。
日本共産党が発行している「しんぶん赤旗」をぜひお読みください。日刊紙は三千四百円、日曜版は八百円です。以上でこの場所からの宣伝を終わらせていただきます。ご静聴ありがとうございました。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
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